
環境経済研究所代表　上岡直見さん講演

東海第二原発の

　　茨城県経済に及ぼす影響
日時　９月１１日 （日） 午後１時３０分から

場所　東海村真崎コミセン

参加費　資料代 500 円

【主催】東海第２原発運転差止訴訟原告団

　原電東海第二発電所の過酷事故に際して避難計画が策定
されているが、単に 100 万人近い住民が避難するだけでな
く、水戸市など経済活動の集積地や日立市その他の工業地
域も 30km圏内にかかり、多くの事業者も活動を停止せざ
るをえない。
茨城県の経済に及ぼすマイナスは甚大である。これらの
GDPおよび雇用からの試算結果を数値で表す。

　「電力事業」として考えても、100 万 kW × 2系列を有す
る東京電力常陸那珂発電所が東二の 5km圏内にあって、常
陸那珂自体にトラブルがなくても原発事故の影響によって
は運転の継続ができなくなる可能性がある。一方、東二は
110 万 kW × 1 系列であり、県内には他に大きな火力発電
所が多数あることから全体として県内の電力産業全体にお
ける東二の経済効果の寄与は小さい。これは福島や福井と
は大きく異なる。　　（上岡直見）

【市民勉強会】

住民避難の視点から 『原発避難計画の検

証』 を出版した上岡直見さんに、 東海第２

原発が稼働したときの経済誘発効果と、 事

故による 30km 圏避難となった場合の経済

的損失を試算してもらいました。 その結果

をお話し頂きます。

講演後、上岡さんといっしょにディスカッションを行います。
また以下の報告も予定しています。
　・東海原発解体に伴う L３廃棄物施設内埋設処分をめぐって
　・東海第２原発運転差止訴訟の推移と論点
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